
資料１

徳島県消費者基本計画・徳島県消費者教育推進計画の変更（案）の概要

１ 変更の趣旨

「消費者基本計画」及び「消費者教育推進計画」については、計画期間の途中である

が、今年度までを集中取組期間と設定しており、消費者基本計画を中心に多くのＫＰＩ

（重要業績評価指標）が今年度、最終年度を迎えることから、計画の骨子は維持しつつ、

次年度以降に取り組むべきＫＰＩの新たな設定や時点修正を行うとともに、最近の情勢

を踏まえた、新たな課題への対応などを計画に位置づけることとする。

２ 計画期間

消 費 者 基 本 計 画 平成２９年度から令和３年度までの５年間

消費者教育推進計画 平成３０年度から令和４年度までの５年間

３ 消費者基本計画の主な変更点

（１）持続可能な開発目標「ＳＤＧｓ」の推進

・ ＳＤＧｓの12番目の目標「つくる責任・つかう責任」をはじめとしたＳＤＧｓの

達成に向け、消費者行政・消費者教育を推進する。

ＫＰＩ 令和６年度に県民の「エシカル消費の認知度」を50％まで高めることとし、

令和３年度の認知度を40％にします。

ＫＰＩ 令和３年度に食品ロス削減の啓発活動の実施数（累計）を50とします。

ＫＰＩ 令和３年度までに、県内の消費者志向自主宣言事業者数を50とします。

（２）「Society5.0」への対応

・ デジタル化、技術革新（５Ｇ、IoT、ＡＩ、ビックデータ）が進展した社会にお

ける消費生活に対応できるよう消費者教育の充実を図る。

（３）消費者庁新未来創造戦略本部との連携

・ 令和２年度に設置される新たな恒常的拠点である「消費者庁新未来創造戦略本部」

のカウンターパートの役割を担い、国内にとどまらず、世界を見据えた協力・連携

を図る。

（４）消費者政策における世界共通課題への対応

・ G20消費者政策国際会合の成功をレガシーとした本県の消費者政策の更なる進化

を図る。

ＫＰＩ 令和元年度に「国際連携ネットワーク」を構築し、本県の消費者行政・消費

者教育が一層進化するよう、取組を推進します。

ＫＰＩ ネットワーク会議・国際会議の参加者数（累計）R2:200人→R3:400人
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４ 消費者教育推進計画の主な変更点

消費者基本計画の変更にあわせた施策を計画に位置づけるとともに、消費者教育の

より一層の充実に取り組む。

（１）ライフステージに応じた消費者教育の推進

・ 小中高校生を対象としたゼミナールを開催し、「食の知」を高め、「食品表示」に

興味を持ち、適切に対応できる人材を育成する。

（２）人や社会，環境，地域に配慮した消費行動の推進

・ エシカル消費を県民の暮らしに浸透・定着させるため、地域での消費者教育や消

費者まつり等行事の開催、事業者・団体によるとくしまエシカル消費自主宣言の募

集などを実施し、県民のエシカル消費に対する認知度向上を図る。

（３）消費者の安全・安心の確保に対する体制の構築

・ 見守りネットワーク活動を活性化させる「見守りコーディネーター」を活用した

研修会を実施することにより、各市町村の見守りネットワーク活動を支援する。

（４）「徳島モデル」の消費者教育の推進

・ 消費者庁作成の「社会への扉」を活用した授業の全高校での展開、小中学生向け

消費者教育教材の活用、特別支援学校向けの消費者教育教材の作成など、消費者教

育を推進する。

・ 徳島版「SDGs」紹介ガイドブックを作成し、ＳＤＧｓの普及・啓発に向けた取組

をより一層推進するとともに、ＳＤＧｓ達成に向けた機運を高める。

５ 今後のスケジュール

令和２年２月１２日 第２回消費生活審議会

令和２年２月中旬 パブリックコメント

令和２年３月下旬 変更計画の策定・公表
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国
内
外
の
産
官
学
民
に
よ
る
、
新
た
な
未
来
に
向
け
た

消
費
者
行
政
の
発
展
・
創
造
及
び
発
信
・交

流
の
拠
点

１
．

全
国
展
開
を
見
据
え
た
モ
デ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
拠
点


徳
島
県
を
実
証
フ
ィ
ー
ル
ド
と
し
た
モ
デ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
引
き
続
き
実
施

・
見
守
り
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
の
効
果
分
析

等

２
．

消
費

者
政

策
の

研
究

拠
点


消
費
者
政
策
の
中
核
的
な
役
割
を
果
た
す
研
究
部
門
と
し
て
、

学
術
機
関
・
関
係
学
会
等
と
連
携
し
な
が
ら
、
研
究
を
行
う

・
認
知
症
と
消
費
者
被
害
に
関
す
る
研
究

等

３
．

新
た

な
国

際
業

務
の

拠
点


新

た
に
必

要
性
が

高
ま

っ
て

い
る

国
際

業
務

（
国

際
交
流

・
国

際
共

同
研

究
等

）
を

行
う

・
国
際
比
較
法

研
究

等

４
．

非
常

時
の

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

機
能


首
都

圏
に
お
け
る
大

規
模

災
害

発
生
時

の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

機
能

と
し
て
も
位

置
付

け

５
．

消
費
者
庁
の
働
き
方
改
革
の
拠
点


フ
リ
ー
ア
ド
レ
ス
、
ペ
ー
パ
ー
レ
ス
、
テ
レ
ワ
ー
ク
の

促
進
等
、
働
き
方
改
革
を
引
き
続
き
推
進

徳
島
県
に
よ
る
全
面
的

な
協
力

／
消

費
者

行
政

の
進

化
に
大

き
く
貢
献

／
地
方
か
ら
国
際
的
な
情
報
発
信

「
消

費
者

庁
新

未
来

創
造

戦
略

本
部

」
の

業
務

・
体

制
イ
メ
ー
ジ

国
民

生
活
セ
ン
タ
ー
は
、
全
国
的
に
地
方
開
催
研

修
を
拡

充
す
る
と
と
も
に
、

徳
島

県
に
ふ

さ
わ
し
い
研
修
に
つ
い
て
は
、
引

き
続
き
徳

島
県
内

で
開

催
商

品
テ
ス
ト
は
必

要
に
応
じ
て
徳
島
県
内
を
実

証
フ
ィ
ー
ル

ド
と
し
て
活

用

国
際
消
費
者
政
策
研
究
セ
ン
タ
ー

・
消
費
者
政
策
の
研
究

・
国
際
共
同
研
究

等

組
織

体
制

等

・
参

事
官

に
代

わ
っ
て
現
地
を
総
括
す
る
戦
略
本
部
の
次
長
と
し
て

審
議

官
を
置

く
こ
と
を
検
討

・
機

能
の

充
実

に
併
せ
て
規
模
の
拡
大
を
目
指
す

※
消

費
者

庁
、
地
方
公
共
団
体
、
企
業
、
学
術
機
関
か
ら
の
客
員

研
究

員
も
含
め
た
多
様
な
人
員
構
成
と
し
、
人
材
交
流
・人

材
育

成
の

拠
点
と
し
て
も
位
置
付
け

・
こ
れ

ま
で
行

っ
て
き
た
迅
速
な
対
応
を
要
す
る
業
務
、
対
外
調
整
プ
ロ
セ
ス

が
重

要
な
業

務
（
国
会
対
応
、
危
機
管
理
、
法
執
行
、
司
令
塔
機
能
、
制
度

整
備

等
）
は
東

京
で
行
う
（
20

1
6年

ま
ち
・ひ

と
・
し
ご
と
創
生
本
部
決

定
を
引

き
継

ぐ
）

・
引

き
続

き
、
徳

島
県
知
事
の
強
力
な
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
下
、
徳
島
県
に

よ
る
全

面
的

な
協
力
を
得
る

消
費
者
庁
新
未
来
創
造
戦
略
本
部

（
※
2
0
1
9
年
９
月
に
「
G

20
消
費
者
政
策
国
際
会
合
」を

徳
島
県
と
共
催
）
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消
費
者
行
政
新
未
来
創
造
統
括
本
部

消
費
者
行
政
新
未
来
創
造
の
推
進

●
「新
次
元
の
消
費
者
行
政
」の
浸
透
・定
着

●
5G
、S
oc
ie
ty
5.
0を
見
据
え
た
「働
き
方
改
革
」の
更
な
る
推
進

世
界
に
先
駆
け
！
未
来
に
つ
な
ぐ
消
費
者
行
政
・
消
費
者
教
育
事
業

危
機
管
理
部

消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
「
戦
略
拠
点
機
能
」
強
化
事
業

4
4
,1
0
0
千
円

担
当
：
消
費
生
活
創
造
室

5
8
,1
0
0
千
円

S
D
G
sで
つ
な
が
る
消
費
生
活
レ
ガ
シ
ー
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

食
の
安
全
安
心
消
費
者
教
育
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
全
国
展
開
事
業

1
4
2
,0
2
1
千
円

●
「
消
費
者
庁
新
未
来
創
造
戦
略
本
部
」
の
取
組
み
を
全
面
的
サ
ポ
ー
ト

●
「
消
費
者
行
政
の
進
化
」
、
「
地
方
創
生
へ
の
貢
献
」

【
令
和
２
年
度
当
初
予
算
額
７
３
６
，
６
５
８
千
円
】

●
東
京
一
極
集
中
の
是
正
・人
口
減
少

●
政
府
機
関
の
地
方
移
転
の
推
進

課
題
と
背
景

●
全
国
に
先
駆
け
た
消
費
者
行
政
の
取
組
み

方
向
性

●
「

G2
0消
費
者
政
策
国
際
会
合
」の
レ
ガ
シ
ー
を
創
出

新 新

消
費
者
庁
新
未
来
創
造
戦
略
本
部
の
開
設
を
契
機
に
、
取
組
み
の
更
な
る
拡
充

み
な
み
で
総
活
躍
！
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
次
代
承
継
事
業

地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
集
積
拠
点
創
出
事
業

柔
軟
な
働
き
方
「
テ
レ
ワ
ー
ク
す
る
ん
じ
ょ
！
」
事
業

2
2
,0
0
0
千
円

1
2
,2
0
0
千
円

働
き
方
改
革
や
企
業
の
徳
島
移
転
を
強
力
に
推
進

二
地
域
居
住
を
加
速
す
る
「
デ
ュ
ア
ル
ス
ク
ー
ル
」
推
進
事
業

3
,6
0
0
千
円

安
全
で
安
心
な
ま
ち
づ
くり
の
実
現

全
国
を
リー
ドす
る
消
費
者
行
政
・消
費
者
教
育
の
取
組
み
を
展
開

新
未
来
航
空
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形
成
事
業

●
交
通
ア
ク
セ
ス
改
善
へ
の
取
組
み

5
,1
0
0
千
円

乗
合
・
定
額
タ
ク
シ
ー
運
行
支
援
事
業

5
0
0
千
円

世
界
に
先
駆
け
！
未
来
に
つ
な
ぐ
消
費
者
行
政
・消
費
者
教
育
事
業

7
,2
0
0
千
円

●
交
流
拠
点
「消
費
者
行
政
プ
ラ
ット
フォ
ー
ム
」の
活
用
促
進

消
費
者
庁
新
未
来
創
造
戦
略
本
部
を
強
力
に
ア
シ
ス
ト

１
８
歳
！
新
成
人
へ
の
学
び
プ
ロ
グ
ラ
ム
事
業

東
京
オ
リ
・
パ
ラ
「
エ
シ
カ
ル
農
産
物
」
お
も
て
な
し
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
事
業

1
2
,5
0
0
千
円

1
2
,0
0
0
千
円

1
0
,0
0
0
千
円

障
が
い
者
消
費
者
教
育
推
進
啓
発
事
業

7
0
0
千
円

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
普
及
促
進
に
向
け
た
国
際
交
流
事
業

●
未
来
に
向
け
た
消
費
者
教
育
の
進
展

●
全
国
を
牽
引
す
る
「エ
シ
カ
ル
消
費
徳
島
モ
デ
ル
」の
推
進

新
再
掲

食
品
ロ
ス
削
減
と
く
し
ま
モ
デ
ル
推
進
事
業

2
,5
0
0
千
円

1
1
,0
0
0
千
円

新 新

新
次
元
の
消
費
者
教
育
推
進
事
業

新
５
Ｇ
遠
隔
診
療
・
遠
隔
診
断
事
業

2
4
,0
0
0
千
円

G2
0消
費
者
政
策
国
際
会
合

消
費
者
庁
新
未
来
創
造
戦
略
本
部
と連
携
し、
「新
た
な
人
の
流
れ
」・
「日
本
の
新
た
な
未
来
」を
創
出

「
世
界
の
未
来
を
変
え
る
消
費
者
行
政
・
消
費
者
教
育
」
を
徳
島
か
ら
実
現
！
！

エ
シ
カ
ル
甲
子
園
２
０
１
９

国
際
交
流
を
通
じた
世
界
へ
の
発
信
・展
開

●
「徳
島
版
国
際
連
携
ネ
ット
ワ
ー
ク
」の
構
築

2
,6
9
3
千
円

新
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［
危
機
管
理
部
］

【令
和
２
年
度
当
初
予
算
額
２
４
４
,２
２
１
千
円
】

新
世
界
へ
羽
ば
た
け
！
とく
しま
消
費
者
行
政
・消
費
者
教
育
飛
躍
事
業

担
当
：
消
費
者
く
ら
し
政
策
課
、
消
費
生
活
創
造
室世 界 を 見 据 え ・ 明 る い 未 来 を つ か む

新 次 元 の 消 費 者 政 策 を 徳 島 か ら 実 現

浸 透 ・ 定 着

世
界
に
先
駆
け
！
未
来
に
つ
な
ぐ
消
費
者
行
政
・
消
費
者
教
育
事
業

【
44
,1
00
千
円
】

発 信 ・ 展 開

新

G
20
消
費
者
政
策
国
際
会
合

の
レ
ガ
シ
ー

G
20
消
費
者
政
策
国
際
会
合

の
レ
ガ
シ
ー

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
１
２

の
実
現
が

つ
く
る
責
任

つ
か
う
責
任

「
国
際
交
流
」
や
「
共
同
研
究
」
を
推
進
す
る
「
消
費
者
庁
新
未
来
創
造
戦
略
本
部
」
の
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
と
し
て
強
力
に
推
進

・
自
治
体
サ
ミ
ッ
ト
の
開
催

・
全
国
の
消
費
者
関
係
団
体

と
の
連
携
を
拡
充

・
関
西
、
中
国
、
四
国
、
九
州

を
は
じ
め
全
国
の
自
治
体

と
の
連
携
強
化

徳
島
で
実
感

＜
次
の
ス
テ
ー
ジ
へ
＞

Ｓ
Ｄ
Ｇ
sで
つ
な
が
る

消
費
生
活
レ
ガ
シ
ー
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

【
58
,1
00
千
円
】

新 ○
未
来
を
担
う
若
者
を
育
て
る
消
費
者
教
育
の
推
進

・
特
別
支
援
学
校
版
の
学
習
コ
ン
テ
ン
ツ
作
成

・
SD
G
sを
学
べ
る
教
材
の
作
成
や
So
ci
et
y5
.0
に
向
け
た
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催

○
エ
シ
カ
ル
消
費
の
先
に
持
続
可
能
な
世
界
が
広
が
る

・
エ
シ
カ
ル
消
費
の
認
知
度
50
%
以
上
を
目
指
し
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催

○
地
域
で
実
感
！
消
費
者
行
政
の
更
な
る
充
実
化

・
消
費
者
志
向
経
営
の
更
な
る
普
及
・
拡
大
に
向
け

情
報
発
信
を
強
化

・
消
費
者
被
害
防
止
の
た
め
に
見
守
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
改
善
プ
ラ
ン
を
策
定

世
界
と
未
来
へ
つ
な
が
る

・
国
際
会
合
や
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
推
進
で
培
っ
た
人
的
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
見
え
る
化

○
徳
島
な
ら
で
は
の
「
国
際
連
携
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」
の
構
築

「
消
費
者
庁
新
未
来
創
造
戦
略
本
部
」

令
和
２
年
度

徳
島
に
開
設
！

「
消
費
者
庁
新
未
来
創
造
戦
略
本
部
」

令
和
２
年
度

徳
島
に
開
設
！

全
国
発
信

世
界
展
開

○
国
際
会
議
の
開
催

・
消
費
者
庁
と
も
連
携
し
、

国
内
外
の
有
識
者
を
交
え
徳
島
開
催

○
世
界
に
発
信
！
情
報
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
整
備

・
国
内
外
へ
の
取
組
み
や
最
新
情
報
の

英
語
に
よ
る
広
報

消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

「
戦
略
拠
点
機
能
」
強
化
事
業

【
14
2,
02
1千
円
】

○
自
立
し
た
消
費
者
育
成
に
向
け
た
学
び
の
機
会
の
創
出

・
ど
こ
に
い
て
も
学
べ
る
消
費
者
教
育
動
画
の
配
信

・
消
費
生
活
ｺｰ
ﾃﾞ
ｨﾈ
ｰﾀ
ｰ･
く
ら
し
の
サ
ポ
ー
タ
ー
の

県
際
間
交
流
を
活
性
化

○
消
費
者
被
害
を
防
ぐ
！

消
費
者
相
談
・
全
県
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
充
実

・
体
制
の
構
築
か
ら
質
の
向
上
へ
！
相
談
員
の
対
応
能
力
を
強
化

・
全
国
の
相
談
員
と
の
交
流
を
促
進
し
、
連
携
を
強
化

・
相
談
員
確
保
へ
「
消
費
生
活
相
談
員
人
材
バ
ン
ク
」
の
運
用
開
始

消
費
生
活
相
談
中
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最近のトピックス

日 時 令和元年10月30日（水）
場 所 徳島グランヴィリオホテル
主 催 徳島県、徳島市、全国おいしい食べきり運動ネット

ワーク協議会
共 催 環境省、農林水産省、消費者庁

「第３回食品ロス削減全国大会 in 徳島」の開催（R1.10.30）

国、地方公共団体、事業者、消費者等の様々な主体が連携
し、国民運動として食品ロスの削減を推進する契機とするため、
「食品ロス削減全国大会in徳島」を開催しました。
県内の企業・学校の事例発表、基調講演、トークセッションを

通じ、エシカルの視点を持ち、食品ロス削減の取組をみんな
で進めていくことの重要性を学びました。
最後に、会場の全員で「食品ロス削減を推進し、美しく魅力

あふれる環境を次世代に継承していくこと」が宣言されました。

エシカル消費自治体ミーティングの開催（R1.12.26）

全国のエシカル消費に取り組んでいる又は関心のある自治体
の職員を対象とした「エシカル消費自治体ミーティング」を徳島
グランヴィリオホテルで開催しました。石川県、鳥取県、愛媛県、
香川県等の他、和歌山県橋本市・紀の川市、岡山市や県内市町
村の方、約30名にご参加いただきました。

日 時 令和元年12月26日（木）
場 所 徳島グランヴィリオホテル

令和元年11月28日（木）、実証フィールドの中心とな
った藍住町の合同庁舎において「栄養成分表示等の活
用に向けた消費者教育プロジェクト」の成果報告会を
開催し、多数の皆様にご参加いただきました。
消費者の皆様に、栄養成分表示を活用し、より健康的

で豊かな食生活を実現していただくことを目的とし、多く
の関係機関と連携した事業内容と、その成果を活用し
た消費者教育の取組について報告がなされました。

エーアイテレビ（藍住・板野地区）
R2.2.16、2.17（１日６回放送）6:30/10:00/12:30/15:00/19:30/22:30

栄養成分表示等に関するプロジェクト成果報告会（R1.11.28）
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最近のトピックス

日 時 令和元年12月27日（金）
場 所 徳島グランヴィリオホテル
主 催 徳島県教育委員会、徳島県、消費者庁
来場者 約350名
応募校 全国70校
本選出場校 １２校

「エシカル甲子園2019～私たちが創る持続可能な社会～」の
開催（R1.12.27）

エシカル消費の学習や推進等の活動に取り組む高
校生等が、日頃の取組みや学習の成果、今後の展望
等について発表する、「エシカル甲子園2019」を開
催し、審査の結果、開催県代表、徳島県立徳島商業
高等学校が、内閣府特命担当大臣（消費者及び食
品安全）賞を受賞しました。

■内閣府特命担当大臣（消費者及び食品安全）賞
徳島県立徳島商業高等学校
Palm Sugar Story～未来への希望～
・カンボジア-日本友好学園と連携したフェアトレード
商品の開発や同商品をオリンピック調達品とするた
めの取組の紹介など。

■徳島県教育委員会教育長賞
愛知県立愛知商業高等学校
ﾐﾂﾊﾞﾁと創る、持続可能な地域と未来
～未来へ繋ぐｴｼｶﾙのﾊﾞﾄﾝ～
・校舎屋上で行う都市型養蜂を核にした、社会貢献
型商品の開発、イベント企画などのエシカル消費の
普及・推進活動など。

審査結果

■徳島県知事賞
愛媛県立三崎高等学校
みさこう最先端ｴｼｶﾙ
～限界集落から、持続可能な地域へ！～
・伝統文化の裂織りをはじめとする地元産業を生か
した商品開発をはじめとする、持続可能な地域づく
りの取組など。

■特別賞 日本エシカル推進協議会会長賞
市立札幌大通高等学校
SDGsの達成に向けて高校生ができること
・外国籍生徒と日本人生徒が協同して行う文化紹介
活動や国際協力活動など。

■特別賞 消費者庁長官特別賞
徳島県立阿南支援学校
地域の課題解決に貢献！
特別支援学校が取り組む竹林再生活動
・地域課題である放置竹林を有効資源として活用する
ための製品作りなど。
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最近のトピックス

●本選出場校紹介

●応募70校の取組

-11-



最近のトピックス

消費者庁等移転推進協議会での行動宣言（R2.2.5）

<実施内容>
運営主体:公益社団法人 全国消費生活相談員協会
対象:徳島県内にお住まいの方
実施期間:令和元年12 月16 日(月)～令和2年1月18 日(土)
相談時間:16:00 ～ 20:00
相談内容:消費者トラブル全般(契約トラブル、製品やサービスによる事故)

消費者行政新未来創造オフィスでは、若者のコミュニケーションツールとして
定着しているSNS を活用した消費生活相談の実現可能性を検討しています。
今般、徳島県において、無料通信アプリ「LINE」を活用した相談対応を試験

的に実施しました。

とくしま消費者トラブルLINE相談の実証実験

日 時 令和２年２月５日（水）
場 所 徳島県庁 大会議室

令和２年２月５日、消費者庁等移転推
進協議会が開催されました。
同協議会において、行動宣言が行わ

れました。
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全国展開に向けて

和歌山県において行われた
「和歌山県都市消費生活対策
連絡協議会」において、本県
の取組を発表しました。

石川県において行われた
「石川県高齢消費者被害防止
見守りセミナー」において、
本県の取組を発表しました。

石川県高齢消費者被害防止見守りセミナー（R2.1.30,31）

和歌山県都市消費生活対策連絡協議会第１回例会（R1.10.30）

日 時 令和元年10月30日（水）
場 所 和歌山県民文化会館

日 時 令和２年１月30日（木）
３１日（金）

場 所 パトリア七尾（七尾市）
石川県女性センター（金沢市）

令和元年10月10日、関西広域連合と消費者庁
との共催により「子どもの事故防止合同研修会」
を開催しました。研修会では、保健医療、保育関
係者をはじめ、大学、消費者行政、福祉行政部門
の担当者72名が参加し、子どもの事故防止教育や
事故防止のための取組などについて意見交換を行
いました。
なお、同研修会で、消費者庁より報告された「消
費者庁における子どもの事故防止に向けた取組」
は、関西広域連合のホームページで視聴できます。

関西広域連合と連携し、サステナブル経営に取組
む企業と行政の連携によるSDGs推進の可能性を探る
セミナーを開催しました。
・日時：令和元年11月12日（火） 13:30～15:30
・場所：関西経済連合会29階会議室
(大阪市北区中之島6-2-27中之島センタービル)

サステナブル経営推進セミナー（R1.11.12） ＜関西広域連合＞

子どもの事故防止合同研修会（R1.10.10） ＜関西広域連合＞

日 時 令和元年10月１0日（水）
場 所 大阪府立国際会議場
主 催 関西広域連合、消費者庁

日 時 令和元年1１月１２日（火）
場 所 関西経済連合会29階会議室
主 催 関西広域連合、消費者庁
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令和元年度 県民大会「消費者市民フォーラム」

日時：令和２年３月１１日（水）13:30～16:00（13:00開場）

場所：徳島グランヴィリオホテル １階グランヴィリオホール

（徳島市万代町３丁目3-5-1）

定員：１２０名（参加無料 要事前申込み）

プログラム 第１部 13:30～14:00

■「くらしのサポーター」活動功労者表彰

■「消費生活コーディネーター」活動功労者表彰式・認定式

プログラム 第２部 14:00～16:00

■講演

「地域で守る くらしの安全 ～見守りネットワークへの期待～ 」

弁護士 薬袋 真司 氏

■パネルディスカッション

「みんなで高めよう！消費者力・見守り力」

●コーディネーター

弁護士 薬袋 真司 氏

●パネラー（予定）

徳島県自主防災組織連絡会 （会 長 小谷憲市 氏）

美馬市社会福祉協議会 （事務局長 佐和良佳 氏）

徳島市消費生活センター （消費生活相談員 毛利憲昭 氏）

消費者庁地方協力課 （課長補佐 成澤優拓 氏）

徳島県消費者くらし政策課 （課 長 勝間基彦）
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消費者市民社会
創造フォーラム

主催：徳島県　香川県　愛媛県　高知県　四国 4県連携消費者市民社会創造フォーラム実行委員会
後援：消費者庁

サンピアセリーズ高知
（高知県高知市高須砂地 155 番地）

日
時

会
場

�������������

末吉 里花 
「私たちの選択が未来を変える
～エシカル消費からはじめる SDGs のすすめ～」
一般社団法人エシカル協会　代表理事
日本ユネスコ国内委員会広報大使

基
調
講
演

参加ご希望の方は、裏面の申込方法をご覧ください。
参加費無料  先着200名

令和2年3月16日（月）
13:00～15:45

“ 持続可能な未来へ 　  　
　　　向けた消費者教育 ”

2020.3.16mon
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消費者市民社会創造フ ォ ー ラ ム  in 高知

問合せ先・申込方法

参加申込書

氏　名 属　性 連絡先（電話番号） 備　考
1. 団体・法人等（　　　　　　　　　　　　 ）
2. 一般（徳島県・香川県・愛媛県・高知県・四国外）

※参加希望者の個人情報は、フォーラム開催の目的以外に使用することはありません。　※「属性」は該当するものに○をしてください。

■申込方法
1.FAX または郵便でお申込の場合
この申込用紙に記入の上、問合せ先へ FAX または郵便にて
お送りください。
2. メールでお申込の場合
必要事項（氏名・属性・電話番号）を記載の上、問合せ先へ
お送りください。

■問合せ先
〒770-8570　徳島県徳島市万代町 1-1
徳島県　消費者くらし政策課　消費生活創造室
TEL：088-621-2499
FAX：088-621-2979
Mail：
syouhisyakurashiseisakuka@pref.tokushima.jp

1. 団体・法人等（　　　　　　　　　　　　 ）
2. 一般（徳島県・香川県・愛媛県・高知県・四国外）
1. 団体・法人等（　　　　　　　　　　　　 ）
2. 一般（徳島県・香川県・愛媛県・高知県・四国外）

令和2年3月16日（月）
13:00～15:45

日時

サンピアセリーズ高知
（高知県高知市高須砂地 155 番地）

会場

・JR土讃線高知駅から車で約 8分 
・高知自動車道高知インターから車で約 5分

日時・会場

04
14:05

事例発表「高知とラオスをつなげる生徒会活動」
高知市立高知商業高等学校　生徒

07
14:55

パネルディスカッション「持続可能な未来へ向けた消費者教育」
コーディネーター：高知大学　副学長（教育学部　教授）小島郷子
パネラー：徳島県　消費者くらし政策課   課長   勝間基彦
　　　　　香川県　香川県消費生活センター   所長   久保雅紀雄
　　　　　愛媛県　愛媛大学教育学部   准教授   竹下浩子、大学生
　　　　　高知県　高知県立消費生活センター   松﨑周

08
15:45 閉会

03
13:15

基調講演「私たちの選択が未来を変える～エシカル消費からはじめる SDGs のすすめ～」
一般社団法人エシカル協会　代表理事　末吉里花

プログラム

01
13:00 開会

02
13:00 挨拶

05
14:20

交流会
四国4県の取組紹介パネルの展示

06
14:40

取組発表「消費者庁新未来創造戦略本部について」
消費者庁　消費者行政新未来創造オフィス　参事官　林田雅秀

申込期間：
2/3（月）～3/6（金）

エシカル消費で Coffee
breakE56

高知IC

東泰泉寺

高知駅

北本町

薊野駅 土佐一宮駅

薊野西町

一宮西町
一宮東町

16

374

44

384 44 会場会場
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